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第３編 直下型地震対策編 

 総則 
本編に定めのない事項については、「共通対策編」又は「南海トラフ地震対策編」に定めると

ころによるものとする。 

 徳島県中央構造線・活断層地震被害想定（平成 29 年 7月 25

日公表） 

この想定は、中央構造線・活断層地震が発生した際の、人的・建物・ライフライン被害など
を明らかにすることにより、早期の復旧・復興に向けた具体的な防災・減災対策を検討するた
めに作成されたものである。 

本市の直下型地震対策は、この想定を基本として実施する。 

 徳島県域における主な活断層 

本県では、讃岐山脈南縁部に「中央構造線断層帯」が縦断しており、中央構造線断層帯（讃
岐山脈南縁東部区間）を震源とする直下型地震の発生確率は３０年以内に１％以下で、我が国
の「主な活断層における相対的評価」は「Ａランク（やや高い）」に区分されている。 

 徳島県に影響を及ぼす活断層地震に関する調査等履歴（主なもの） 

平成２４年９月 「徳島県中央構造線活断層帯（讃岐山脈南縁）活断層図（1/25000）の公表 

平成２５年８月 「徳島県南海トラフ巨大地震等に係る震災に強い社会づくり条例」に基づき、「特定活断

層調査区域」を指定 

平成２９年３月 「徳島県中央構造線・活断層地震による震度分布図及び液状化危険度分布図」並びに

「徳島県に影響を及ぼす中央構造線断層帯（讃岐山脈南縁）以外の８活断層震度分布

図」の公表 

平成２９年７月 「徳島県中央構造線・活断層地震被害想定」の公表 

 徳島県内の死者数 

発生時刻 揺れ 急傾斜 火災 
ブロック塀、自動販売機

転倒、屋外落下物 

合計 

（人） 

冬深夜 2,860 20 560 ※ 3,440 

夏 12 時 1,750 10 390 10 2,160 

冬 18 時 2,070 10 1,290 20 3,400 

 鳴門市内の死者数 

・※は、若干数を表す。 

・数値は、ある程度幅をもってみる必要があるため、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がる。 

発生時刻 揺れ 急傾斜 火災 
ブロック塀、自動販売機

転倒、屋外落下物 

合計 

（人） 

冬深夜 560 ※ 120 ※ 690 

夏 12 時 340 ※ 90 ※ 440 

冬 18 時 410 ※ 260 ※ 670 

 徳島県内の建物全壊数 

・数値は、ある程度幅をもってみる必要があるため、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がある。 

・徳島県の全建物棟数：291,990 棟 

発生時刻 揺れ 液状化 急傾斜地 火災 
合計 

（棟） 

冬深夜 44,400 430 180 7,100 52,100 
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夏 12 時 7,500 52,400 

冬 18 時 18,700 63,700 

 鳴門市内の建物全壊数 

・数値は、ある程度幅をもってみる必要があるため、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がある。 

・鳴門市の全建物棟数：23,515 棟 

発生時刻 揺れ 液状化 急傾斜地 火災 
合計 

(棟) 

冬深夜 

8,700 40 30 

970 9,700 

夏 12 時 1,200 9,900 

冬 18 時 2,300 11,100 

 上水道被害（冬 18 時発生） 

1) 断水率=断水人口/復旧対象人口 

2) 復旧対象給水人口は、火災により焼失した需要家に相当する断水人口を除く。 

3) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計や率が合わない場合がある。 

市町村

名等 

給水 

人口 

（人） 

復旧対

象給水

人口

（人） 

直後 1 日後 1 週間後 1 ヶ月後 

断

水

率 

(%) 

断水 

人口 

（人） 

断

水

率 

(%) 

断水 

人口 

（人） 

断

水

率 

(%) 

断水 

人口 

（人） 

 

断

水

率 

(%) 

断水 

人口 

（人） 

県全体 749,300 694,600 75 523,400 54 378,000 37 259,200 7 46,000 

鳴門市 61,000 55,000 92 50,800 68 37,600 45 24,800 7 3,900 

 

 下水道被害（冬 18 時発生） 

1) 支障率=支障人口/復旧対象処理人口 

2) 復旧対象処理人口は、火災により焼失した需要家に相当する支障人口を除く。 

3) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計や率が合わない場合がある。 

市町村

名等 

処理人

口 

（人） 

復旧対

象処理

人口

（人） 

直後 1 日後 1 週間後 1 ヶ月後 

支

障

率 

(%) 

支障 

人口 

（人） 

支

障

率 

(%) 

支障 

人口 

（人） 

支

障

率 

(%) 

支障 

人口 

（人） 

支

障

率 

(%) 

支障 

人口 

（人） 

県全体 128,000 115,100 56 64,600 56 64,600 9 10,500 0 0 

鳴門市 4,200 3,800 100 3,800 100 3,800 17 630 0 0 

 停電（冬 18 時発生） 

1) 停電率=停電人口/復旧対象電灯軒数 

2) 復旧対象電灯軒数は、火災により焼失した需要家に相当する電灯軒数を除く。 

3) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計や率が合わない場合がある。 

市町村

名等 

電灯 

軒数 

（軒） 

復旧対象 

電灯軒数 

（軒） 

直後 １日後 

停電率(%) 
停電 

軒数（軒） 
停電率(%) 

停電 

軒数 

（軒） 

県全体 415,300 385,500 87 334,800 58 224,000 

鳴門市 31,900 28,800 100 28,800 83 23,900 

 固定電話（冬 18 時発生） 

1) 不通率=不通回線数/復旧対象回線数 

2) 復旧対象回線数は、火災により焼失した需要家に相当する不通回線数を除く。 

3) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計や率が合わない場合がある。 

市町村

名等 
回線数 

復旧対象 

回線数 

直後 １日後 

不通率(%) 
不通回線

数 
不通率(%) 

不通回線

数 
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県全体 215,800 202,300 86 173,100 57 115,000 

鳴門市 18,300 16,500 100 16,500 91 14,900 

 都市ガス（冬 18 時）〔徳島県全域〕 

1) 供給停止率=供給停止戸数/復旧対象需要家数 

2) 復旧対象需要家数は、火災により焼失した需要家に相当する供給停止戸数を除く。 

3) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計や率が合わない場合がある。 

復旧対象

需要家数 

（戸） 

直後 1 日後 1 週間後 1 ヶ月後 

供給 

停止率 

(%) 

供給停止

戸数 

（戸） 

供給 

停止率 

(%) 

供給停止

戸数 

（戸） 

供給 

停止率 

(%) 

供給停止

戸数 

（戸） 

供給 

停止率 

(%) 

供給停止

戸数 

（戸） 

36,900 100 36,900 100 36,900 85 31,400 0 0 

 道路施設被害〔徳島県全域〕 

1) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がある。 

道路種別 延長(km) 被害箇所数 被害率（箇所/ｋｍ） 

全路線 15,000 1,100 0.07 

うち高速道路･直轄国道 390 70 0.18 

うち補助国道 

･県道･市町村道 
14,600 1,000 0.07 

緊急輸送道路 1,100 100 0.09 

 鉄道施設被害 

1) ※は、若干数を表す。 

2) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がある。 

鉄道区分 路線 延長(km) 被害箇所数 
被害率（箇所/

ｋｍ） 

四国旅客鉄道(JR 四国) 

高徳線 25 70 2.8 

鳴門線 8 20 2.8 

牟岐線 79 80 1.0 

徳島線 67 170 2.6 

土讃線 41 70 1.7 

計 222 410 1.9 

阿佐海岸鉄道 阿佐東線 7 ※ ※ 

全体 229 420 1.8 

 港湾施設（岸壁・その他係留施設）被害〔徳島県全域〕 

1) ※は、若干数を表す。 

2) 数値は、十の位で処理しており、合計が合わない場合がある。 

港湾種別 

岸壁 その他係留施設 

総 

ﾊﾞｰｽ数 

耐震 

ﾊﾞｰｽ数 

被害 

ﾊﾞｰｽ数 

総 

ﾊﾞｰｽ数 

耐震 

ﾊﾞｰｽ数 

被害 

ﾊﾞｰｽ数 

重要港湾 56 4 10 99 0 20 

地方港湾 22 0 ※ 108 1 30 

全体 78 4 10 207 1 50 

 想定避難者数（冬 18 時発生） 

数値は、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がある。 

人口 1 日後 1 週間後 
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市町村名

等 

避難所 

生活者数 

避難所外

生活者数 
避難者数 

避難所 

生活者数 

避難所外

生活者数 
避難者数 

県全体 785,491 122,800 81,900 204,700 127,100 127,100 254,100 

鳴門市 61,513 18,300 12,200 30,500 17,000 17,000 34,000 

 

市町村名

等 
人口 

1 ヶ月後 

避難所 

生活者数 

避難所外 

生活者数 
避難者数 

県全体 785,491 70,600 70,600 70,600 

鳴門市 61,513 9,700 9,700 9,700 

 帰宅困難者 想定人数（日中に発生） 

1) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がある。 

市町村名等 帰宅困難者数（人） 

県全体 40,600～50,400 

鳴門市 2,800～3,800 

 入院需要 想定人数（冬 18 時発生） 

1) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がある。 

市町村名等 
入院需要 

重傷者数 死者の１割 要転院患者数 合計 

県全体 3,100 340 1,800 5,200 

鳴門市 590 70 130 790 

 災害廃棄物等 想定発生量（冬 18 時発生） 

市町村名等 重量換算(万トン) 

県全体 1,200 

鳴門市 200 

 必要応急仮設住宅戸数（冬 18 時発生） 

市町村名等 全戸数（戸） 必要応急仮設住宅戸数（戸） 

県全体 302,100 35,300 

鳴門市 23,000 5,300 

 エレベーター閉じこめ 想定発生人数 

1) 数値は、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がある 

2) ※は、若干数を表す。 

市町村名等 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ数 

閉じこめ可能性のある台数 

安全装置 

作動 

揺れによる故

障 
停電 合計 

県全体 2,900 ※ 220 590 810 

鳴門市 220 ※ 20 40 60 

 避難所生活者のうちの災害時要援護者数 想定人数（冬 18 時発生） 

※属性間の重複あり 

市町

村 

名等 

避難所 

生活者

数 

(1 週間

後) 

避難所生活者のうちの要配慮者数 

65 歳 

以上 

高齢単

身者 

5 歳 

未満 

乳幼

児 

身体障が

い者 

知的障が

い者 

要介護 

認定者(要支

援者除く) 

難

病 

患

者 

妊産

婦 

外国

人 
合計 

県全

体 
127,100 4,800 4,900 5,800 1,100 4,600 980 1,000 650 23,830 
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鳴門

市 
17,000 660 600 770 140 650 150 130 90 3,190 

 文化財の被害〔徳島県全域〕 

全施設数 
要因別被害想定結果 

揺れ 火災 

17 11 4 

※要因間での重複あり 

 孤立集落数 

市町村名等 
孤立可能性の

ある集落数 

孤立集落数 

農村 漁村 合計 

県全体 465 67 10 77 

鳴門市 17 7 10 17 

 経済被害〔徳島県全域〕 

1) ※数値は、十の位または百の位で処理しており、合計が合わない場合がある。 

種別 被害額(億円) 

建物 24,300 

家庭用品 4,500 

償却資産 6,200 

棚卸資産 3,100 

上水道 80 

下水道 220 

電力 90 

通信 390 

道路 280 

鉄道 100 

港湾 240 

その他土木施設 310 

災害廃棄物 2,700 

合計 42,600 
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 災害予防 

 活断層変位による災害の予防対策 

 方針 

本県では、讃岐山脈南縁部に「中央構造線」が縦断しており、本市においても、この断層帯
を構成する断層のうち、大手海岸から讃岐山脈のほぼ南縁に沿って延びる「鳴門断層」と、そ
の少し南側を並走する「鳴門南断層」の 2 つの活断層が通っている。 

中央構造線活断層帯（讃岐山脈南緑東部区間）を震源とする直下型地震の発生確率は 30 年
以内に 1％以下で、我が国の主な活断層における相対的評価は「Ａランク（やや高い）」に区分
されているが、平成２８年に熊本地震（３０年以内の発生確率がほぼ 0～0.9％）、鳥取県中部
地震（未知の断層）が相次ぎ発生したことを踏まえ、従来の考え方にとらわれない震災対策が
必要となっており、直下型地震のリスクに対して、より一層対策を推進する必要がある。 

 徳島県中央構造線活断層帯（讃岐山脈南縁）活断層図 

 本図は2012年9月12日に徳島県から発表されたもので、徳島県ＨＰか
ら確認することができる。（右ＱＲコード） 
https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2012100300032/ 
 凡例 
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 震度分布及び被害想定の公表 

県は、中央構造線活断層地震が発生した場合における震度分布及び人的・物的被害の想定に
ついて、学識経験者等による検討委員会の意見も踏まえ策定し、公表する。 

市は、公表される震度分布及び人的・物的の被害について市民へ周知・啓発に努める。 

 「多数の人が利用する施設」及び「危険物を貯蔵する施設」等の被害軽減対策 

 「特定活断層調査区域」の周知・啓発 
 活断層直上の地表面の「ずれ」による建物倒壊等の被害を免れることは困難であり、
県は、その被害を防止するため、活断層の位置に関する調査が必要な区域を「特定活断
層調査区域」として平成25年8月30日に指定した。 
 市は、市民等に対し、この「特定活断層調査区域」について周知・啓発に努める。 
 「特定活断層調査区域」における土地利用の適正化等 
 「特定活断層調査区域」において、倒壊等することで多くの人への危害が懸念される
一定規模以上の学校、病院その他の「多数の人が利用する建築物」及び周辺への二次的
な影響が懸念される一定量以上の火薬類、石油類その他「危険物を貯蔵する施設」（以
下「特定施設」という。）の新築等（新築、改築、移転）を行う場合には、事業者が活
断層の調査を行い、活断層の直上を避けて新築することが求められている。 
 市は、事業者等に対し、活断層の調査等の対応について周知・啓発に努める。 
 移転に対する規制緩和等 
 県は、特定活断層調査区域に建築物を所有する者が、当該建築物を特定活断層調査区
域以外の区域に移転する場合には、当該区域への移転が円滑に行われるよう、土地の利
用に関する規制の緩和等について配慮する。 
 市は、市民等に対し、移転に対する規制緩和について周知・啓発に努める。 
 「活断層の調査を推奨する区域」の周知・啓発 
 県が「特定活断層調査区域」にあわせて公表した「活断層の調査を推奨する区域」
は、特定施設の新築等に際し、ボーリング調査等の地盤調査を行う場合に、あわせて活
断層の調査を行うことを勧める区域である。この区域は、「位置がやや不明確な活断
層」を基本として設定されており、活断層の調査を実施したとしてもその位置の特定が
困難な場合もあることから、「徳島県南海トラフ巨大地震等に係る震災に強い社会づく
り条例」に基づく活断層調査の実施を求めるものではない。 
 市は、市民等に対し、この「活断層の調査を推奨する区域」についても周知・啓発に
努める。 
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 「特定活断層調査区域」「活断層の調査を推奨する区域」詳細図(1-7) 
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 建築物等の耐震化 

■南海トラフ地震対策編を参照。 

 都市防災機能の強化 

■南海トラフ地震対策編を参照。 

 土砂災害等予防対策 

■31 ページ共通対策編「土砂災害等予防対策」を参照。 

 水道施設の耐震化 

■南海トラフ地震対策編を参照。 

 危険物等の災害予防対策 

■南海トラフ地震対策編を参照。 

 避難対策の充実 

■南海トラフ地震対策編を参照。 

 火災予防対策の充実 

■南海トラフ地震対策編を参照。 

 自治体業務継続計画（ＢＣＰ） 

■南海トラフ地震対策編を参照。 


